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Methods of Lifetime Estimation from Field Failure Data  






In this thesis, the lifetime of products of which calendar time and usage time are different such 
as vehicles and copying machines is estimated by using the field failure data of products. 
Generally, only failure information of a product is gathered during a warranty period. 
Meanwhile, information about a normal product without failure (censoring information) cannot 
be obtained. In addition, about 60% of the registration for passenger vehicles is discarded before 
vehicles have been used for 10 years even though a warranty period is getting to be longer like 
10 years or 160,000 km warranty. Therefore, information about discarded products is important 
for analyzing lifetime estimation.  
This thesis presents two analysis methods for lifetime estimation when products may be 
discarded even before they have failed;  
1. the method using a product discarding probability p if a component fails as well as a 
discarding time distribution when failure data, discarded product information and censoring 
information are provided, and 
2. the method using only failure data and discarded product information when censoring 
information is not provided. 
As a result, the analysis methods of this study are expected to be applied to the estimation of 
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証サービス(warranty service)に年間 250億ドル（売上高の約 2％）を費やしている。
すなわち、事前に保証費用の推定値や知識を取得することは、保証規定を決定するため
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に非常に重要である。言いかえれば、保証制度における費用関連要素の推定とその管理












表 1.1 自動車メーカーによる保証期間（北米） 
メーカー名 基本保証 エンジン(V)保証 
フォード、GM 3 年/ 6万キロ 3 年/ 6万キロ 
トヨタ、 日産 3 年/ 6万キロ 5 年/ 10万キロ 
現代 (1999～) 5 年/ 10万キロ 10 年/ 16万キロ 
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     図 1.1 1985年から 1988年までの乗用車の累積廃車率曲線 
（藤崎(2005)      の付表 1乗用車系全体廃車率実績の表を基に著者が加工・作図） 
 
図 1.1は 1985年から 1988年までの乗用車の調査結果から作成した累積廃車率曲線で






















































パラメータ 真値 推定値 
（廃車を考慮しない） 
  2.0 1.811 
  50000 75880 
MTTF(平均故障寿命)  44300 67459 
 
図 1.2は 1984年から 1988年に販売された車の経年毎の廃車率の実績を示しもので





図 1.2 1984年から 1988年までの乗用車の廃車率曲線 





























的にかつ経済的に収集することができる。Blischke and Murthy (1996) は保証の問題







量の情報が欠測している場合について、この手法は Kalbfleisch and Lawless (1988)
によっても採用されている。Hu and Lawless (1996) も推定関数を利用し共変量の分析
に鈴木(1985a, 1985b)の疑似尤度の手法を適用した。疑似尤度法の一般的な場合、及び






を考慮して予測するための方法論が Kalbfleisch et al. (1991)によって議論されてい
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る。 Kalbfleisch and Lawless (1996)、および Lawless (1998)では、保証データ解析
における一般的な問題の幅広い調査結果が示されている。Karim and Suzuki (2005)は、








Lawless and Kalbfleisch (1992)は報告遅延や、異なる情報源から収集した情報の結
合の必要性、選択偏りの確率、さらに情報欠落などを含むフィールド信頼性データの収






ついて議論されてきた。Wang and Suzuki (2001)は、月間使用量分布が既知であれば、
故障データのみに基づいて製品の寿命特性を精度よく推定できることを示した。Suzuki 
et al. (2008)および Alam et al. (2009)は、このような追加情報を必要としない推定
方法を提案している。故障データ、製品の販売数、製品の使用分布の型が既知という条
件の下で、数値積分を応用した最尤法によって寿命推定を行う方法である。 




























































































故障モードで故障が発生したときの故障時廃棄確率   の両者を扱う。廃車分布は、時代
遅れ・陳腐化・保全費用の増加などの影響を受ける。一方、故障時廃棄確率   は、対象
となる部品が故障したときに、システム全体を廃棄する確率であり、故障部位・故障モ
ード・稼働経過時間などによって変わりうる。例えば、保証期間を 10年としたとき、
エンジンが 1年目に故障すれば、大半が修理に出されるため   は 0に近いが、使用時間
が長くなるにつれエンジンが故障したときには   は大きくなると考えられる。 
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表 2.1 保証期間中のデータ 
販売年  販売数  
使用経過年    
故障数 
1               
1      //     /////     //      
                      
          ///     ////   
        
                
       /   
    
     (表中の / は故障件数を表し、それぞれについて故障モード、故障時点の走行距
離が記録される )  
 
  








  : 総販売台数 
  : 着目する故障モードの総故障数 
  : 着目する故障モードの故障時間を表わす確率変数 
  : 
着目する故障モード以外の原因あるいは陳腐化により廃車
された時の廃車時間を表わす確率変数 
  : 全ての原因による廃車時間を表わす確率変数 
  : 観測打ち切り時間を表す確率変数 
            ̄    :  の確率密度関数、分布関数、生存関数   
             ̄     :  の確率密度関数、分布関数、生存関数  
             ̄     :  の確率密度関数、分布関数、生存関数  
             ̄     :  の確率密度関数、分布関数、生存関数 
   : 時刻  における故障数 
















{          }を着目する故障モードの故障時間とし、分布関数    を持つ独立な同一
分布に従う非負の確率変数とする。{          } を廃車された時の打ち切り時間とし、
陳腐化あるいは着目した故障モード以外の故障で製品   が廃棄される時間を表す。この
廃車打ち切り時間    は、分布関数     を持つ独立同一分布に従う非負の確率変数とす







   {
     製品   が廃車される場合 
     その他の場合               
 
そして          により、着目する故障が起こったときに製品が廃車される確率を
表す。{          } を 個の製品の廃車時間と定義し、分布関数     を持つ独立同一
分布に従う非負の確率変数とする。廃車時間は、この車が故障したことがあるかどうか




   {
                        
                                             
 
廃車された場合の三つのケースを図 232の左側にて示す。ケース１は            
 、ケース 2は              、ケース 3は       の場合である。この時、図 2.3
の右側で表したように、ケース 1において廃車時間   は   、ケース 2において廃車時
間   は   、ケース 3では廃車時間    は    となる。 
 
図 2.3  データ構造 
 
従って、        と   を独立と仮定すると、下記の式が得られる。 
                              {      } 
                  {                  }    {                  } 
                    {             } 
                                                             
すなわち、 
 {         }   {       }  {         }. (2.1) 
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上記の式（付録 Aに導出を示す)において、車の生存関数         は、  の信頼度関
数、       は着目した部品の故障による生存関数、          は陳腐化あるいは着目
した部品以外の故障による生存関数となる。 







故障時間    が廃車打ち切り時間   と観測期間  より小さい時だけ、着目した部品   
の故障時間が観測される。すなわち、故障観測が廃車または観測期間によって打ち切ら
れる。本研究では、保証期間内に故障した場合、車が故障時間で廃車されるかどうかに










  （時間打ち切り）に等しいので、観測打ち切り時間分布         {
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となる。後者のケースでは、観測期間中の打ち切りを表現するため、「観測打ち切り」
期間を使う。また、{         }を実使用時間での観測打ち切り時間とし、分布関数
       を持つ独立同一分布に従う非負の確率変数とする。           はお互いに独立と仮
定する。打ち切られた（ランダム打ち切り）とき、製品の使用時間が異なるので、観測
打ち切り分布       （以下、車を例にとり走行距離分布と呼ぶ）が製品の観測期間内
の実際の使用時間（例：走行距離、コピー量）の分布関数となるべきであり、これは、
製品の使用に関する調査データから得ることができる。実際の使用時間分布の詳細は、






着目した部品の故障は故障時間  が廃車打ち切り時間  と観測打ち切り時間 より小
さい時のみ観測される。離散時間でノンパラメトリック推定問題を行うとき、観測期間
内で起こったすべての故障時点               は確率変数   のサポートポイントの
部分集合を与え、    を の確率密度関数と定義する。 
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                    図 2.4 データ構造（打ち切り時間を含む） 
 
故障が時点   （図 2.4のケース 1～4）で発生する確率は 
    {                  } 
  (         )(         )       
となる。そして、一つの製品が観測期間中に故障が起こらない（図 2.4のケース 5～8）
確率は、 
   {           } 
     {           } 
   ∑   
 
   
{                  } 
   ∑ 
 
   
                            
- 23 - 
 
となる。 
ここで、記号     は   より小さいが、無限に近い値である (              
 )。また、    を時点  で着目した故障が生じた数と定義する。時点  で観測された故
障数の同時分布は次の多項分布によって与えられる： 
   ∏
{ ̄       ̄           }
  
   
 
   
   
{  ∑  ̄       ̄           
 
   }
   
      
  (2.2) 
ここで、 は総販売台数、着目する故障モードの総故障数   ∑   
 
    である。また、
 ̄            とする。 
尤度関数は、観測された故障数  と、既知の廃車分布     と走行距離分布     を利
用して式(2.1)と(2.2)から得ることができる（いくつかの定数項を省略）： 
  ∏{
 ̄       ̄           
         
}  
 
   
 {  ∑
 ̄       ̄           
         
 
   
}     (2.3) 
尤度（2.3）は             の関数であり、直接に最大化することが困難かつ複雑
であるため、ここで、 
      
    
         
   (2.4) 
と定義して、尤度(2.3)を書き直すと 
  ∏{ ̄           }
  
 
   
 {  ∑  ̄
 
   
           }
   
  
となる。ここで、  ̄     ̄     ̄    である。よって、対数尤度関数は次式となる: 
  ∑   
 
   
    {  ̄           }           {   ∑  ̄
 
   
           }  
対数尤度関数   を       について偏微分し、尤度方程式 
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      ̄     
  ∑  ̄               
              (2.5) 
を得る。(2.5)式を解くと、      の最尤推定量は次式にて与えられる（付録 Bに導出
を示す）。ここで、分母の ̄     ̄     ̄    であり、廃車情報 ̄     を考慮した推定量と
なる。 
 ̂      
  
  ̄     
            (2.6) 
本モデルにおいては    が多項分布であるため、次式が得られる、  
    {     }                                                                                             
   ̄       ̄            {        ̄ (   ) ̄ (   ) (  )}   
   ̄           {        ̄(   )  (  )}                     
ここで、 I(A) を事象 Aの指示関数と定義する。 ̂      と  ̂      の共分散は以下で
推定される、 
   ̂{ ̂       ̂ (  )}  
  (          )
   ̄      ̄(   )
              (2.7) 
(2.7)式から最尤推定量の不変性により 
 ̂      
 ̂    
    ̂     
            
を得る。ここで、 ̂     と  ̂     は、      と      のそれぞれの最尤推定量である。 
また、 ̂       ̂        ̂    ,      と  ̂     であることに留意する。  
以上より、      の最尤推定量は 








   
(  )                   
 
 
{  ∏(    ̂     )
 
   
}             
 (2.8) 
と求まる(付録 Cに導出を示す)。 
 ̂    の漸近分散は次式により与えられる。 
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    ̂{ ̂    }       ̂     
 {∑∑
   ̂{ ̂       ̂ (  )}
(    ̂     ) (    ̂ (  ))
 
   
 
   
}   
                      (2.9) 
これはデルタ法(Barndorff-Nielsen and Cox (1989))を使用して導出される(付録 Dに
証明を記す)。 
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2.2.2.1 主な記号の定義 
  : 使用経過年（       ）   
  : 販売年（       ）   
  : 故障までの走行距離を表す確率変数   
   : 
使用経過年 での製品の走行距離を表
す確率変数   
  : 廃車までの走行距離を表す確率変数   
            ̄    :  の確率密度関数、分布関数、生存関数   
               ̄      :   の確率密度関数、分布関数、生存関数  
             ̄     :  の確率密度関数、分布関数、生存関数  
   : 使用経過年 での故障数   
  ̄ : 
使用経過年 での未故障製品数（打切り
数）   
   : 販売年 における対象製品の販売台数   




すように販売年       、使用経過年       とし、各年ごとの製品の販売数  は
既知とする。この保証期間中のデータによって、故障した各製品ごとに販売年、故障モ
ード、故障までの使用経過年 、走行距離  がわかる。 この  は、厳密には後に示すよ
- 27 - 
 




保証期間はすべて等しく 年である場合を考えることとする。  
  
 表 2.2 モデル 2で扱う保証期間中のデータ  
販売年  販売数  
使用経過年    
故障数 未故障数 
1               
1      //     /////    //       ̅  
                        
          ///     ////   
         ̅      
                  
       /   
     ̅  
               
     (表中の / は故障件数を表し、それぞれについて故障モード、故障時点の走行距






      {         } 
                    
   {
          
                  
 
(2.10) 
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すなわち、            の場合だけ故障  が観測される。 一方      ,または
     の場合は故障に至らず、すなわち観測されず、保証期間中のデータにおける製品
の使用走行距離と廃車までの走行距離は未知となる。  
ここで、       {      }と定義し、           をそれぞれ   の確率密度関数、分布関
数とすると、ある 年に着目した時の尤度関数は次式となる。  
  ∏ 
  
   
      ̄                 
        (2.11) 
ここで、  
  ̄       ̄       ̄        (2.12) 
          ∫  ̄
 
 
           (2.13) 
となる。また、(2.12)式より、  
      
 
  
    ̄      ̄       
         ̄        ̄           (2.14) 
となり、(2.11)式は次式となる。これは競合リスクモデルを考慮したときの一番早く発
生した時間      {         }の尤度関数である。 
  ∏ 
  
   
       ̄       ̄        
  ∫  ̄
 
 
   {       ̄        ̄          }   
        (2.15) 
 
  





・                  
故障までの走行距離 の分布をワイブル分布（形状パラメータ  、尺度パラメータ
  ）とする。一般に、故障寿命分布はワイブル分布に従うことによる。 確率密度関









       
・                  
廃車までの走行距離 の分布(廃車分布)をワイブル分布（形状パラメータ  、尺度
パラメータ  ）とする。 本研究では、形状パラメータ  と尺度パラメータ  を既知
とする。  





       
・                     
使用経過年 での製品の使用走行距離  の分布もワイブル分布とする。これは製品 A
の実データによるワイブルプロットが直線に乗っている結果(図 2.4を参照)による。 
確率密度関数、分布関数、信頼度関数をそれぞれ               ̄     とする。  
               (
 
    
)
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図 2.4 製品 Aの使用分布のワイブルプロット 
 
  










データを収集し、  の正確な値を推定することは困難かつ高コストであるため、  を一
定な値として検討する。検討の結果、いくつかの指定された定数値が寿命パラメータを
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歴時間の場合、 故障時間分布      がワイブル分布と仮定し, 
              
 
 
       , 
形状パラメータ      ,  , or  、尺度パラメータ      ,    , or    とする。 
 の値について、下記の 3種類を設定する： バスタブ曲線に基づいた初期故障型 
(     )、偶発故障型 (   )と摩耗故障型 (   )。  の値について、下記の 3種
類を設定する：   ,    , と   ヵ月。 が の場合、それぞれの MTTF が    年、    年
と    年である。廃車打ち切り分布      もワイブル分布とし、パラメータを     or 
 、       とする. 廃車分布      は式(2.1)に基づいて、     と       から決めら
れる。     を実際の廃車率曲線の形(図 1.1)に近づくために、     or   、       
と設定する。また、サービス期間内の製品総数         とし、観測期間  を   と
設定する。故障時間  、廃車打ち切り時間  と観測打ち切り時間  ,        , をそ
れぞれ上記の分布から発生させる。   が       と      の条件を満たす時、故障と
して観測され、故障データとする。   を   、    、    、    、or    と設定した。推
定式(2.6)に基づいて ̂    を、推定式 (2.8 )に基づいて ̂    と ̂     を推定し、これ
が 1回のシミュレーションとなる。1000回のシミュレーションを繰り返すことによっ
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て ̂   の標本平均と標本分散を計算する。ここで、B1と B10は、それぞれ累積故障確率
が 1％と 10％となる故障時点であり、各々B1ライフ、B10ライフと呼ばれる。シミュレ
ーション結果を表 3.1と表 3.2に示す。  
 
表 3.1  式(2.2)を利用し、      をワイブル分布でパラメータを    、         と設定し、
     を固定した形状パラメータ (   ) 及び尺度パラメータ (     ,    , or    )と設
定した時の ̂     と  ̂      の 1000回シミュレーションの標本平均と標本標準偏差 
Parameters of          ,          ,          ,        
True values of       0.01  0.10  0.01  0.10  0.01  0.10   
       Mean of  ̂     0.00996  0.09989  0.01001  0.10008  0.00999  0.09995   
 √         ̂     0.00100  0.00403  0.00102  0.00480  0.00110  0.00714   
       Mean of  ̂     0.00996  0.09989  0.01001  0.10008  0.00999  0.09995   
 √         ̂     0.00100  0.00400  0.00102  0.00476  0.00110  0.00710   
       Mean of  ̂     0.00996  0.09989  0.01001  0.10007  0.00999  0.09995   
 √         ̂     0.00100  0.00395  0.00102  0.00471  0.00109  0.00703   
       Mean of  ̂     0.00996  0.09990  0.01001  0.10007  0.00999  0.09994   
 √         ̂     0.00100  0.00390  0.00102  0.00465  0.00109  0.00696   
       Mean of  ̂     0.00996  0.09990  0.01001  0.10007  0.00999  0.09994   
 √         ̂     0.00100  0.00386  0.00102  0.00462  0.00109  0.00692   
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表 3.2 式(2.2)を利用し、      をワイブル分布でパラメータを    、       と設定し、
     を形状パラメータ  (   ,  , or    )及び尺度パラメータ (     )と設定した時の
 ̂     と  ̂      の 1000回シミュレーションの標本平均と標本標準偏差 
Parameters of          ,          ,            ,        
True values of       0.01  0.10  0.01  0.10  0.01  0.10   
       Mean of  ̂     0.00998  0.09988  0.01001  0.10000  0.00999  0.09981   
 √         ̂     0.00102  0.00532  0.00099  0.00297  0.00102  0.00297   
       Mean of  ̂     0.00998  0.09988  0.01001  0.10000  0.00999  0.09981   
 √         ̂     0.00102  0.00529  0.00099  0.00294  0.00101  0.00294   
       Mean of  ̂     0.00998  0.09988  0.01001  0.10000  0.00999  0.09981   
 √         ̂     0.00102  0.00524  0.00099  0.00289  0.00101  0.00289   
       Mean of  ̂     0.00998  0.09989  0.01001  0.10000  0.00999  0.09981   
 √         ̂     0.00102  0.00519  0.00099  0.00285  0.00101  0.00285   
       Mean of  ̂     0.00998  0.09989  0.01001  0.10000  0.00999  0.09981   
 √         ̂     0.00101  0.00516  0.00099  0.00282  0.00101  0.00282   
注: “Mean of  ̂   "は ̂   の標本平均； “Var. of  ̂   " は ̂   の標本分散を示す 
 
3.1.2 実使用時間の場合のシミュレーション結果 
実使用時間の場合, 故障時間分布      がワイブル分布と仮定し、形状パラメータを 
     ,  , or  、尺度パラメータを            と設定した。この時、MTTFは、
それぞれ         、         、         である。廃車打ち切り分布      もワイ
ブル分布で、パラメータを     、       とした。廃車分布     は      と       
から決められる. また、走行距離分布      を正規分布で、パラメータを     、
    と仮定し、サービス期間内の製品総数を        とした。 故障時間  、廃車
打ち切り時間  と観測打ち切り時間   ,          はそれぞれ上記の分布から発生さ
せる。   が       と       を満たす時、故障として観測される。  の値を   ,    , 
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or    と設定した。 ̂     と  ̂      の標本平均と標本分散は式(2.2)を用いて 1000
回のシミュレーションを繰り返すことによって計算される。 ̂   の分散の推定値である
   ̂{ ̂    } と    ̂{ ̂     } の標本平均は式 (2.3)によって計算される。これらの結果
を表 3.3に示す。  
 
 表 3.3  式(2.8)と(2.9)を利用し、      をワイブル分布でパラメータを    、       、
      を正規分布でパラメータ      、    と設定し、     を形状パラメータ  (   , 
 , or    )及び尺度パラメータ (     )と設定した時の ̂     と  ̂      の 1000回シミュ
レーションの標本平均と標準偏差 
                     
True values of       0.01  0.10  0.01  0.10  0.01  0.10   
   0.7 Mean of  ̂     0.00996 0.09980 0.00997 0.09999 0.00987 0.09983 
√        ̂     0.00324 0.00935 0.00321 0.00885 0.00318 0.00942 
√   ̂{ ̂   }  0.00321 0.01061 0.00317 0.00939 0.00315 0.00914 
   1.0 Mean of  ̂     0.01000 0.10010 0.01021 0.09998 0.01012 0.10036 
√        ̂     0.00324 0.00998 0.00317 0.00953 0.00318 0.00950 
√   ̂{ ̂   }  0.00322 0.01073 0.00321 0.00950 0.00319 0.00927 
   2.0 Mean of  ̂     0.01026 0.09970 0.01014 0.09986 0.01011 0.10006 
√        ̂     0.00320 0.01112 0.00324 0.01063 0.00328 0.01072 
√   ̂{ ̂   }  0.00325 0.01210 0.00325 0.01100 0.00324 0.01075 
注: “Mean of  ̂   " は ̂   の標本平均；“Var. of  ̂   " は ̂   の標本分散； 
        ̂{ ̂   } は推定式(2.9)による   ̂{ ̂   } の標本平均を示す.   
 
表 3.1～表 3.3より、  ̂    の標本平均が故障時間分布の真値に近い。また、   ̂{ ̂    } 
の標本平均もお互いに近いことから、式(2.8)で ̂   、式(2.9)で ̂   の分散を良く推定
できている。 
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3.2   が未知の場合 
  は、着目する部品に故障が起こる時に製品が廃棄される確率であり、かつ  は条件




 下記は、2つの特別のケース、   と   の場合のノンパラメトリック最尤推定量
を示す。 
             ̂      
  
  ̅     
   
                      ̂     ∑  ̂    
    
            (3.1) 
       ̂      
  
  ̅     
       
                     
̂     ∑  ̂    
     
   
                      ̂        ∏ (     ̂    )    ,            (3.2) 
 
明らかに、二つの推定量、    の場合の ̂   と    の場合の ̂   は、同じ形を持
っている：  ̂   は累積分布関数の推定量であり、 ̂   は累積ハザード関数の推定量で
ある。 
   が小さい時に、    と    の差はほとんどないため、  の値に関係なく、（3.1）と
(3.2）は     を良く推定できる。 
 さて、式（2.8）の推定関数、     の一般的なケースの推定関数を考える。この
推定関数は の単調減少関数となり（証明は付録 Eにて示す）、    の推定量の上限は
推定量（3.1）、下限は推定量（3.2）で与えられる。 
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3.2.1   の真値が定数の場合 
故障時間分布を推定する時の   の値による影響を調査するために、  の真値を 0、 
0.2、0.5、0.8と 1.0に設定した。 また、 ̃を分析者が過去の経験等により設定する の
値（以下、設定値と呼ぶ）とする。 
各パラメータの設定については、  の真値の 5つのパターンに対して、  ̂   の標本
平均の 5つの結果は、  ̃（廃棄計算に使用されるレート）を用いて推定量（2.8）の 1000
回のシミュレーションを繰り返すことによって計算した。  に対して ̃ は同じ 5つの値
を取る。 
図 3.1、3.2、3.3および 3.4では、式（2.8）と ̃ の 5つの値（0、0.2、0.5、0.8、1）
を使用した時の推定値の違いを示している。例えば、図 3.1と図 3.2の ̃    の場合、
  を 0、0.2、0.5、0.8、1.0、ηを 360、480、600と設定した時の 15個の  ̂   の標本
平均の結果を示している。 
図 3.1と図 3.3の結果から、     を推定する時、得られる推定値が全て真値の 0.01
に近いので、   をどの設定値においても、推定値にほとんど差がないことが分かる。  
また、図 3.2と図 3.4の結果から、      の推定値の偏りが     の推定値の偏りと
比べて差が少し大きくなったが、   の場合の推定関数（3.1）式と   の場合の推
定関数（3.2）式は、故障時間分布の推定値の妥当な上限と下限を与えることができる。 
図 3.2と図 3.4の結果から、      の推定値は 0.095から 0.105の間(真値：0.01)
に推定され、真値からの偏りが   程度であることが分かる。      の推定値の偏り
が     の推定値の偏りと比べて差が少し大きくなったが、   の場合の推定関数（3.1）
式と   の場合の推定関数（3.2）式は、故障時間分布の推定値の妥当な上限と下限を
与えることができる。 
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図 3.1 形状パラメータ(   )を同一とし、尺度パラメータ(      、   、   )を変化させ
た時の、 ̃  の 5つの設定値（0、0.2、0.5、0.8、1.0）を用いて推定された ̂     の比較 
(異なる ̃であっても、     の推定値にほとんど差がないことがわかる) 
 
図 3.2 形状パラメータ(   )を同一とし、尺度パラメータ(      、   、   )を変化させ
た時の、 ̃  の 5つの設定値（0、0.2、0.5、0.8、1.0）を用いて推定された  ̂       の比較 
( ̃   の場合、真値   のケースを除き、 ̂         であることが分かる) 
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図 3.3 形状パラメータ    、 、    を変化させ、尺度パラメータを      と設定した時の、
 ̃の 5つの設定値（0、0.2、0.5、0.8、1.0）を用いて推定された  ̂     の比較 
(異なる ̃であっても、     の推定値にほとんど差がなかったことがわかる) 
 
 
図 3.4 形状パラメータ    、 、    を変化させ、尺度パラメータを      と設定した時の、
 ̃の 5つの設定値（0、0.2、0.5、0.8、1.0）を用いて推定された   ̂      の比較 
( ̃   の場合、真値   のケースを除き、 ̂         であることが分かる) 
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3.2.2   が の関数の場合 
  が    によって変化していく場合、すなわち、 が     となる場合を検討する。故障
時間分布の推定における      の影響を調べるために、    の真値を以下の 3パターン
（図 3.5）と設定する。 
パターン１： 最初の5年間はほぼ0、その後徐々に増加していく曲線。10年目に30％、 
15年目に 90％、20年目に 100％になる。  
 パターン２：0からスタート、20年目に 100％になる直線。     
 パターン３：パターン２の直線の上に車検の影響を取り入れ、車検の年において確率 











                     図 3.5       の真値の 3パターン 
 
各パラメータ設定において、    の真値の三つのパターンに対して、推定式(2.8)を
用い、 ̃の 5つの設定値(0, 0.2, 0.5, 0.8, 1)を使って ̂     と  ̂     の標本平均を
パターン 3 パターン 2 
パターン 1 
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1000回のシミュレーションで求める。ここで、B  と B   は、それぞれ累積故障確率
が 1％と 10％の場合の故障時点を示す。これらの結果を図 3.6と図 3.7 にて示す。 
 
 
図 3.6      を形状パラメータ(   ,  , or    ) 、尺度パラメータ(     )と設定した場
合、 ̃の 5つ設定値(0, 0.2, 0.5, 0.8, 1.0)を利用して推定した ̂(B1)の比較  
( (B1)に対して、異なる ̃で推定してもほとんど差がないことが明らかである) 
 
図 3.7      を形状パラメータ(   ,  , or    ) 、尺度パラメータ(     )と設定し
た場合、 ̃の 5つ設定値(0, 0.2, 0.5, 0.8, 1.0)を利用して推定した ̂(B10)の比較 
( ̃   の時、 ̂(B10)    が分かる) 
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これらの結果は図 3.1～3.4と似ており、 ̂     の推定値にほとんど差がなく、 をど
の設定値においでも正しく推定できることが分かる、また、 ̂     の時は ̂    と比べ
て推定値の偏りが少し大きく、 の設定値が 0から 1に変化することにつれ推定値が小
さくなることが分かる。従って、     の真値が未知のとき、    の場合の推定式(3.1)
と    の場合の推定式(3.2)により推定故障時間分布の上限と下限が与えられる。  
  の情報がない時は、   、        の時の推定式(3.1)を用いることを推奨する。
このとき、故障確率は少しだけ過大評価、即ち、安全側で推定されることになる。また、







10月 25日から 1991年 5月 30日に、9190個の製品が製造、使用開始され、着目した部








- 43 - 
 
表 3.4 ある家庭用電化製品の着目する部品の寿命 (年) 
No.  Lifetime  No.  Lifetime  No.  Lifetime  No.  Lifetime  No.  Lifetime   
1  3.84  7  8.08  13  3.92  19  5.76  25  6.00   
2  1.00  8  4.16  14  4.73  20  6.34  26  8.26   
3  4.14  9  4.17  15  5.42  21  6.07  27  8.01   
4  4.81  10  4.00  16  5.09  22  6.75  28  8.67   
5  5.72  11  4.42  17  5.59  23  4.07  29  4.24   
6  7.23  12  3.58  18  3.67  24  7.34  30  5.73   
        31 5.50  
 
暦時間 tでの稼働中の残存製品の比率（表 3.5に示す）、すなわち、廃棄時間の生存
関数 ̄    は、製品交換の調査データに基づき、メーカーにより推定されている。 
 
表 3.5. 暦時間（年）での稼働中の残存製品の比率 
   0  1  2  3  4  5  6  7  8  9   
 ̄     100  96.25  92.3  88.45  84.6  77.75  70.9  60.6  50.3  39.25  
   10  11  12  13  14  15  16  17  18  19  20  


















図 3.8 ある家庭用電化製品の廃棄時間の残存関数 
 
ここで寿命は暦時間で測定され、すべての製品の観測期間は約 9年である。   の
とき、 ̄     ̄     ̄      ̄    となる。この例では、 に関する情報はない。  
故障データセットから寿命分布を推定するために提案された推定式を使用した。まず、
寿命を昇順に並べ替える。 その後、推定式(2.6)を使用して ̂      を計算し、推定式
(2.9)を使用して    ̂{ ̂       ̂     } を計算する；   は表 3.5または図 3.8に記載の整
数でないときには ̄      の値を補間計算した。したがって、 ̂    と   ̂{ ̂    }はそれ
ぞれ   と仮定して推定式（2.8）と(2.9)を使用して得られる。   の時も同様であ
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図 3.9 実際のデータセットによる寿命分布の推定：ほぼ完全に重なっている 2つの中央線は、
    及び    の時、推定式（2.8）を用いて算出した点推定値を表す；両サイトの線は    及
び    の時、それぞれの推定式（2.9）を使用して計算した 95％信頼区間を表す 
 
図 3.9では、ほぼ完全に重なっている 2つの中央線は、    及び    の時、推定
式（2.8）を用いて算出した点推定値を表す；両サイトの線は    及び    の時、
推定式（2.9）を使用して計算した 95％信頼区間を表す。図 3.9は、計算した寿命分布
の推定値について、    と    との間にほとんど差がないことを示し、故障率が小
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4.1 寿命特性の推定方法 
  、  並びに  が等しくないという一般的な場合を考える。このとき、先の分布
モデルから、(2.15)式は、故障分布のパラメータ     と製品の使用走行距離分布の
パラメータ     の 計 4 つの未知パラメータを含む尤度関数となり、それらをそれ
ぞれ推定する必要がある、 
                  
また、モデル 2では T期間のデータを対象としているため、観測期間が T期間の時の尤
度関数は  
  ∏∏ 
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対数尤度は  
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本研究では、Newton-Raphson 法を用いて、対数尤度関数(       )を最大化した。
この反復には対数尤度の一階微分と二階微分が必要となり、母数をまとめて と書けば
次のように更新を行なう。   
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これを が収束するまで繰り返す。収束条件は を  
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  (4.6) 
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(1) 対数尤度の 1階微分(Gradients) 
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(2)  対数尤度の 2階微分(Hessians) 
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年分合計 5000台)としてシミュレーションを 500回繰り返し、 各パラメータの推定値
の標本平均と標本分散を求めた。 表中の故障確率はそれぞれシミュレーションでの故
障モードの故障割合である。故障時間分布     の形状パラメータ  をそれぞれ 1、2、
3と設定し、尺度パラメータを     、  、  万キロと設定した。   の時、MTTF
はそれぞれ 13.3万キロ、22.2万キロ、31.0万キロである。  を固定して、  を変化
させたときのシミュレーション結果を表 4.1～4.3にて示す。 
 
表 4.1    ̸   、        を変化させたときの結果 
     真値  推定値の平均  標本分散  BIAS(%)  故障確率   
    1.0E+00 1.008E+00  2.387E-04  0.82  48.59%   
    1.5E+05 1.485E+05 3.444E+06 1.01 
    1.5E+00 1.380E+00 6.277E-05 8.03 
    1.0E+05 9.901E+04 5.224E+05 0.99 
    1.0E+00 1.003E+00 3.196E-04 0.33 33.84% 
    2.5E+05 2.490E+05 4.149E+07 0.40 
    1.5E+00 1.414E+00 4.196E-05 5.74 
    1.0E+05 9.943E+04 7.874E+06 0.57 
    1.0E+00 1.006E+00 3.549E-04 0.63 25.93% 
    3.5E+05 3.441E+05 .027E+07 1.69 
    1.5E+00 1.428E+00 5.219E-05 4.78 
    1.0E+05 9.531E+04 4.628E+06 4.69 
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表 4.2    ̸   、        を変化させたときの結果 
     真値  推定値の平均  標本分散  BIAS(%)  故障確率   
    2.0E+00  2.035E+00  9.493E-04  1.74  31.71%   
    1.5E+05 1.450E+05 4.818E+06 3.33  
    1.5E+00 1.468E+00 4.477E-05 2.15  
    1.0E+05 9.600E+04 2.068E+06 4.00  
    2.0E+00 1.978E+00 1.310E-03 1.10 25.55%   
    2.5E+05 2.424E+05 1.877E+07 3.05 
    1.5E+00 1.462E+00 1.151E-03 2.53 
    1.0E+05 9.604E+04 2.820E+06 3.96 
    2.0E+00 1.958E+00 1.316E-02 2.12 15.61%   
    3.5E+05 3.349E+05 3.378E+07 4.31 
    1.5E+00 1.422E+00 7.319E-02 5.20 
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表 4.3    ̸   、       を変化させたときの結果 
     真値  推定値の平均  標本分散  BIAS(%)  故障確率   
    3.0E+00 3.126E+00 2.073E-03 4.21 36.54% 
    1.5E+05 1.450E+05 3.089E+05 3.33 
    1.5E+00 1.420E+00 1.705E-05 5.35 
    1.0E+05 9.500E+04 3.271E+06 5.00 
    3.0E+00 3.018E+00 3.968E-03 0.59 11.90% 
    2.5E+05 2.468E+05 1.297E+07 1.30 
    1.5E+00 1.419E+00 6.179E-05 5.37 
    1.0E+05 9.619E+04 7.942E+06 3.81 
    3.0E+00 3.058E+00 6.525E-03 1.93 9.13% 
    3.5E+05 3.399E+05 4.911E+07 2.89 
    1.5E+00 1.421E+00 7.451E-05 5.30 
    1.0E+05 9.471E+04 3.719E+06 5.29 
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4.2.2 従来研究との比較 





を 500回繰り返し、故障時間分布     の形状パラメータ  は 2と設定し、尺度パラメ
ータは    、  、  万キロと設定した。 
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表 4.4 従来研究との比較結果 




    2.0E+00  1.969E+00 2.035E+00  
    1.5E+05 1.892E+05 1.450E+05 
MTTF 1.3E+05 1.676E+05 1.285E+05 
    1.5E+00 1.582E+00 1.468E+00 
    1.0E+05 1.080E+05 0.960E+05 
    2.0E+00 1.935E+00 1.978E+00 
    2.5E+05 2.953E+05 2.424E+05 
MTTF 2.2E+05 2.619E+05 2.148E+05 
    1.5E+00 1.598E+00 1.462E+00 
    1.0E+05 1.123E+05 0.960E+05 
    2.0E+00 2.017E+00 1.958E+00 
    3.5E+05 4.202E+05 3.349E+05 
MTTF 3.1E+05 3.723E+05 3.031E+05 
    1.5E+00 1.528E+00 1.422E+00 
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2 章で示した尤度関数(2.15)式は故障分布のパラメータ    と製品の使用走行距
離分布のパラメータ    の計 3つの未知パラメータを含む尤度関数となる。 即ち、 
   (       )  
となる。また、観測期間が T期間の時の尤度関数は(2.15)式より  
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 (4.21) 
となる。  
形状パラメータ          の場合、(4.1)式の積分項は 
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とおく。よって、対数尤度は   
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となる。 同じく、Newton-Raphson法を用いて、対数尤度関数(       )を最大化する。
以下に Newton-Raphson法に用いる対数尤度関数の一階微分と二階微分を示す。 
 
(1) 対数尤度の 1階微分(Gradients) 
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(2) 対数尤度の 2階微分(Hessians) 
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ここで、 
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(4.33) 
また、    
   
  
とおく。             は  の一階微分、                  , 
      ,      ,      は  の二階微分を示している。 
 
4.3.2 シミュレーション結果 
        が等しいとき、保証期間（および販売期間、観測期間）は 5 年、それぞ
れの年の販売数は 1000台としてシミュレーションを 1000回繰り返し、各パラメータの
推定値の標本平均と標本分散を求めた。 表中の故障確率はそれぞれシミュレーション
での故障モードの故障割合である。              万 km と変化させたときのシミュ
レーション結果を表 4.5～表 4.7に示す。      
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表 4.5            、  を変化させたときの結果 
     真値  推定値の平均  標本分散  BIAS(%)  故障確率   
   1.0E+00  1.001E+00  5.853E-04  0.06  18.65%   
    1.5E+05  1.501E+05  6.260E+07  0.06  
    1.5E+04  1.500E+04  3.978E+05  0.03  
   1.0E+00 1.001E+00  7.977E-04  0.09  12.21%   
    2.5E+05  2.505E+05  3.019E+08  0.19  
    1.5E+04   1.501E+04  6.098E+05  0.08  
   1.0E+00   1.001E+00  1.100E-03  0.15  9.08%   
    3.5E+05  3.507E+05  9.974E+09  0.19  
    1.5E+04   1.499E+04  8.100E+05  0.09  
 
表 4.6            、  を変化させたときの結果 
     真値  推定値の平均  標本分散  BIAS(%)  故障確率   
   2.0E+00  2.003E+00  2.648E-03  0.15  13.37%   
     1.5E+05  1.499E+05  2.071E+07  0.09  
    2.0E+04  1.998E+04  2.005E+05  0.09  
   2.0E+00  2.009E+00  6.646E-03  0.43  5.51%   
     2.5E+05  2.492E+05  2.281E+08  0.33  
    2.0E+04  1.997E+04  5.081E+05  0.16  
   2.0E+00  2.018E+00  1.248E-02  0.89  2.93%   
     3.5E+05  3.478E+05  1.116E+09  0.64  
    2.0E+04  1.997E+04  9.724E+05  0.17  
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表 4.7           、  を変化させたときの結果 
     真値  推定値の平均  標本分散  BIAS(%)  故障確率   
   3.0E+00  3.018E+00  1.848E-02  0.61  4.01%   
     1.5E+05  1.494E+05  4.775E+07  0.39  
    1.5E+04  1.499E+04  1.369E+05  0.09  
   3.0E+00  3.062E+00  9.803E-02  2.07  0.92%   
     2.5E+05  2.498E+05  1.462E+09  0.08  
    1.5E+04   1.498E+04  5.675E+05  0.12  
   3.0E+00  3.109E+00  3.727E-01  3.63  0.34%   
     3.5E+05  3.478E+05  1.441E+10  0.69  
    1.5E+04 1.997E+04  1.799E+06  0.91  
 
 が等しい特殊のケースにおいても、いずれの場合も高い精度で故障分布のパラメー
タ    が推定されていることがわかる。この方法では、故障確率が小さい時でもその
推定結果は真値にかなり近い値が得られている。 
  












時間   によって変化するが、異なる時間において   の正確な値を推定することは困難、
または高額なコストがかかる。したがって、推定式を用いて故障時間分布の推定値を計
算するときに、 の一定の設定値 ̃を使用することの効果を調べた。結果として、     な
どの早期の寿命特性を推定するとき、推定の精度は ̃の値とほとんど関係ないことが判
明した。また  ̃    と  ̃   の推定値は、      の推定の上限と下限を与えた。 が未
知の場合、累積故障確率の安全側での推定を与えるゆえ、 ̃   を使用することがよい
といえる。 




廃車を考慮しない先行研究 Alam and Suzuki (2009)と廃車を考慮する本研究の推定値 
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付録 A 式（2.1）の導出 
 
式（2.1）  




           {      }  
    {                  }    {                  }  
         {             }  
 
 の確率密度関数が    、  の確率密度関数が     、          のとき、上式は
下記のようになる。 
 
           {                  }    {                  }  
         {             }  
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式（A.1）より、式（2.1）が得られる。 
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付録 B 式（2.6）の導出 
 
式（2.6）  
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  ̄     
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に対し、    のとき、次式が得られる。 
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   であるため、    のとき、    となり、（B.1）式は 
       
  




- 68 - 
 
    のとき、 
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⇒          
                  
             ̄       
 (B.5) 
 
  ∑   
 
   より、      のとき、                  となり、(B.5)式は、 
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帰納法により、 一般的な において、 ̂     の最尤推定量は 
 ̂      
  
  ̄     
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付録 C 式（2.8）の導出 
 
式（2.8）  








   
(  )               
 
 
 {  ∏     ̂      
 
   











 ̂      
 ̂    
    ̂      
            (C.1) 
 
に対し、    のとき、次式が得られる。 
 ̂     ∑ ̂
 
   
     ∑ ̂ 
 
   
(  )、 (C.2) 
 
そして、     のとき、(C.1)式に を掛けて、変形すると 
    ̂        
  ̂    
    ̂      
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すなわち、 
    ̂     (    ̂      ) (    ̂     )   (C.4) 
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となる。よって、 
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以上より、 ̂    は次式にて与えられる、 
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付録 D 式（2.9）の導出 
 
式（2.9） 
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     のとき、式（C.6）より、 
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となる。よって、 
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付録 E 証明 
 
証明： ̂     は  の単調減少関数 
最尤推定量 ̂    ： 





 ∑ ̂ 
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を考える。 
     のとき、上式より 
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両辺を で微分すると、 
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(2.6)式の ̂      は の関数ではないため、 
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となる。従って、 
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ここで、    
  ̂    
  
 と定義し、(E.1)式より、 
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 ̂     は  の単調減少関数を証明するには,   ̂         、 即ち    . を示せばよ
い。これを帰納法を用いて証明する。 
    と    のとき、  
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     のとき、  
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となる。ここで、     ,    ̂       であることに留意する。よって, すべての に
おいて、 ̂     は   の単調減少関数である。さらに、  
   
   
 
 
{  ∏ 
 
   
    ̂      }  ∑ ̂ 
 
   
       
であるため、     と     の推定量は、それぞれ、推定値の上限と下限を与えるこ
とが分かる。 
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